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⾼度作業⽀援システム研究領域 上級研究員 菅原幸治
②低コストな樹脂製テープを⽤いたトマト⽤接ぎ⽊装置の開発

次世代コア技術研究領域 主任研究員 中⼭夏希
③⽔稲栽培管理でのドローン活⽤技術

次世代コア技術研究領域 主任研究員 千葉⼤基
④⾃動運転⽥植機の開発

次世代コア技術研究領域 主任研究員 ⼭⽥祐⼀
（休 憩） 14:20

⑤ISOBUS に対応した作業機⽤コントローラの開発 14:40
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⑥安全性検査における ISO/IEC 17025：2017 への取組
安全検査部 研究員 松本将⼤

⑦果樹園における脚⽴作業の実態と事故低減に向けた対策
安全検査部 研究員 太⽥薫平

⑧歩⾏⽤トラクタの後退時挟まれ事故低減技術の開発
安全⼯学研究領域 研究員 梅野 覚

⑨農業機械検査の国際標準化の動向（OECD 及び ANTAM）
研究推進部 国際連携専⾨役 川瀨芳順

５）閉  会 16:20
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キャベツ精密出荷予測システムにおける精密生育予測方法の開発 

 

高度作業支援システム研究領域 菅原 幸治 

 

はじめに 

国内のキャベツ生産においては、加工・業務用需要の増加とともに生産者や出荷団体と実需者との間

で契約取引が増加している。契約取引では定時・定量出荷が求められることが多いが、露地栽培では気

象条件等によって生育日数や収穫量が変動しやすいため、収穫直前にならないと出荷時期や出荷量を正

確に把握できないという問題があった。そこで、キャベツの契約取引の安定化を図るため、作付ほ場ご

とに気象データに基づく生育予測を行い、それらを集計して出荷団体における週別の出荷量を予測する

「キャベツ精密出荷予測システム」を開発している。より高精度な生育予測を行うために、生育シミュ

レーション技術にほ場画像による生育推定技術を組み合わせた、精密生育予測方法の開発を行った。 

 

１．精密生育予測方法の開発 

既開発のキャベツ生育モデルとオンライン気象データを利用した生育シミュレーション技術に加え、

ドローン等によるほ場の空撮画像を用いた個体別の投影葉面積の推定技術を組み合わせて、作付ほ場の

収穫日と収穫量を予測する方法を開発した。この方法では、画像撮影日の投影葉面積を入力値として気

象予報値による生育シミュレーションを行い、個体別・日別の結球重を予測する。個体の結球重が出荷

規格に適合する期間から収穫適期を求め、その各個体の結球重を合計してほ場の予測収穫量とする。 

 

２．キャベツ精密出荷予測システムの開発と現地実証 

精密生育予測方法を踏まえ、共同研究機関と連携して「キャベツ精密出荷予測システム」の開発を行

っている。本システムは主に、キャベツ生育シミュレーションモデル、衛星データによる作付情報収集

サブシステム、ドローン空撮画像による生育情報取得サブシステム、及び情報統合表示アプリケーショ

ンからなる。これらは、WAGRI（農業データ連携基盤）を介してデータ連携する仕組みである。 

また、本年度より北海道十勝地方の JA 鹿追町などで、システムの現地実証を行っている。開発技術

により、収穫日の 2 週間前の予測精度が±1 日にまで向上したことを確認している。 

 

おわりに 

次年度から本システムの現地実証を全国展開するとともに、実需者への出荷予測情報の提供と出荷調

整機能の構築を行い、令和 5 年度に商用システムとして実用化を図る予定である。また、キャベツ以外

の露地野菜品目でも、精密出荷予測システムへの対応、普及を目指している。 

なお、本報告は、内閣府 SIP「スマートバイオ産業・農業基盤技術」による研究成果に基づく。 

 

参考文献 

１）岡田邦彦・菅原幸治（2019）加工業務用露地野菜生産・出荷におけるデータ駆動型生産支援システ

ム：葉齢増加モデルを用いた出荷調整支援システムを例として，農研機構研究報告，1:43-45． 

２）菅原幸治・岡田邦彦・佐藤文生（2020）葉面積算出方法及び収穫量予測方法，特願 2020-049370． 
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低コストな樹脂製テープを用いたトマト用接ぎ木装置の開発 

 

次世代コア技術研究領域 中山夏希 

 

１．はじめに 

トマト接ぎ木苗の利用は国内栽培の 6 割 1)を占め、世界的にも需要が増加している。近年では、苗生

産企業からの購入苗を利用する生産者が増加している。一方、接ぎ木作業は主に熟練を要する手作業の

ため、接ぎ木苗の安定供給や増産には作業者の確保が必要となるが、年々人材の確保が困難になりつつ

ある。作業者不足が深刻化する中、購入接ぎ木苗を今後も安定的に供給していくため、接ぎ木作業の自

動化・省力化が強く求められている。既に市販されているトマト用の接ぎ木装置もあるが、コストや機

械調整の煩雑さ等から広く利用される状況には至っていない。また、接ぎ木苗１本ごとに用いる接合資

材費が、従来の手作業用に比べて機械用では増加するため、低コスト化が求められている。手作業用の

接合資材に用いられるチューブについても、ランニングコストの低減が求められている。そこで、農研

機構では、接合資材に低コストな樹脂製テープを用いた新たな接合方法と、それを用いた自動接ぎ木メ

カニズム 2)を考案した。さらに、農研機構、イワタニアグリグリーン株式会社及び京和グリーン株式会

社は、実用化に向けた共同研究を実施し、トマト用接ぎ木装置を開発した。 

２．開発機の特徴 

開発機は、穂木・台木の切断部、接合部、苗を把持し移動させる回転テーブル、テープ供給部等から

構成される（スライド 6）。接合部では、2 枚の樹脂製テープを引き伸ばした状態で苗の接合箇所を挟み

込み、苗の胚軸周辺のテープを超音波溶着し、接合箇所の固定を行う（スライド 8）。動作の流れは、作

業者 1 名が穂木・台木を 1 株ずつ回転テーブル（回転角度 45°）に供給する。初めに、供給位置から

45°回転した位置で両苗の斜め切断を同時に行い、次に 135°回転した位置でテープによる接合を行う。

最後に、供給部から 225°回転した位置で、設置されている機外搬出用のコンベア上に苗を落下させ、

接ぎ木が完了する。 

３．まとめ 

開発機の作業能率は 450～520 本/h 程度となり、熟練作業者による接ぎ木作業が 200 本/h 程度である

のに対して 2 倍程度の能率である。接ぎ木から 1 週間後の活着率は熟練作業者による接ぎ木作業と同等

程度の 90％以上である。苗 1 本当たりの樹脂製テープの価格は、市販価格での比較において、手作業用

チューブの 35～50％程度、クリップ（ウリ科接ぎ木装置用でトマトにも利用可）の 15％程度である。ま

た、接ぎ木後の樹脂製テープは、苗の生育に伴い溶着部分が剥がれ脱落するので、除去等の作業を必要

としない。本装置は、2021 年に販売開始予定である。 

参考文献 

１）「野菜の接ぎ木栽培の現状と課題」、2011、野菜茶業研究所 研究資料 

２）中山ら「接ぎ木方法」特許第 6747637 号、中山ら「接ぎ木装置」特許第 6751948 号 
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水稲栽培管理でのドローン活用技術 

 

次世代コア技術研究領域 千葉大基 

 

はじめに 

ドローンは低空で高い機動力を発揮できる特性から、農薬散布用途を筆頭に農業分野での利用

面積が急拡大している。そこで、本研究ではこの特性を活かし、多様な水稲栽培管理に展開して

いくための技術開発を行った。 

１．ドローンを利用した鳥害防除 

１）研究の狙い 

主に、沿岸地域の水田ほ場を対象に、水鳥類によるほ場撹乱で発生する欠株や熟期の早い品

種に集中するスズメの食害を防ぐためのドローン利用技術を開発する。 

２）試験の方法と結果 

アタッチメント（プラスチックチェーン等）を装着することにより鳥類への威嚇効果を付与

した小型ドローンを用い、上記の鳥害を受けるほ場において、高度 2～3ｍで１時間に一度、１

日当たり９回、自動航行させた。この結果、ウミネコ等により 2018 年にほ場面積の 4.6％に欠

株被害を受けたほ場においては、2020 年度は欠株被害が 0％であった。同様に、2018 年にはス

ズメの食害による減収率が 15％であった熟期の早い「たかたのゆめ」栽培ほ場において、2020

年度は対照区（鳥除けネット設置区）と比較してドローン試験区は減収率 0％であった。 

２．ドローンを利用した生育情報の取得と施肥管理 

１）研究の狙い 

小区画ほ場に対応した精密な施肥管理を行うため、RGB カメラやマルチスペクトルカメラ

を利用した生育情報の取得技術を開発する。 

２）試験の方法と結果 

(1)基肥量の水準を変えてコシヒカリを栽培し、幼穂形成期時点での生育量〔草丈(cm)×茎数

(本/m2)×葉色（SPAD 値）〕を算出するとともに、マルチスペクトルカメラを用いて NDVI 値を

算出した。結果、両者の相関係数は 0.78 と高い相関が確認でき、更に NDVI 値に基づき追肥

量を変動させた結果、精玄米重のバラつきを軽減できる見通しが得られた。 

(2)空撮用小型ドローンを用い、調査ほ場の中心を軸に半円球状に旋回しながら作物群を撮影

し、3D モデルを作製した結果、誤差数 cm 程度の精度で草高を推定することができた。 

おわりに 

ドローンは利用分野の拡大により、更なる機体の性能向上が予想される。これにより、農業分

野においても用途の拡大が期待されるため、継続的なフォローアップと応用利用への試みが望ま

れる。なお、鳥害防除の研究成果は、「食料生産地域再生のための先端技術展開事業 JPJ000418」

により得られたものである。 
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自動運転田植機の開発 

 

次世代コア技術研究領域 山田祐一 

 

はじめに 

高齢化などに伴う農業労働者の減少により、農業現場での労働力不足が深刻化している。特に農繁

期に合わせた熟練オペレータの確保が難しくなっており、誰でも作業できる農業機械が望まれている。

そこで、オペレータが不要で苗補給者１人でも作業ができる田植機として、自動運転田植機を開発し

た。 

１．特徴 

８条植えの田植機をベースとし、RTK-GNSS 受信機と IMU(慣性計測装置)の情報を基に、操舵角、前

後進速度、作業機の昇降、植付クラッチの入切などを自動的に操作することで無人走行が可能な田植

機である。始めに外周を手動運転で作業するティーチングを行えば、その内側の領域を無人走行でき

る。長方形以外の多角形ほ場、湾曲したほ場などにも対応できる。このような変形ほ場であってもテ

ィーチングをするだけで自動的に経路が生成されるため複雑な操作は必要ない。 

２．性能 

１）直進性能 

直進精度走行速度の増加に伴って精度がやや低下するものの、最大でも標準偏差 2cm 以下に収

まっていた。耕盤の凹凸や代かきの状態によって精度は異なるが、手動運転で同等の精度を達成

することは困難であり、実用上十分であると考えている。 

２）旋回性能 

旋回に要する時間は、後進を開始してから作業機を下ろして植え付けを開始するまでが約 11 秒

と、熟練者と同等であった。熟練者と同等の速度であることに加えて、常に切り返しなく旋回可

能であり、実用上十分な性能であると考えている。 

３）省力効果 

自動運転田植機の１人作業と、慣行機の２人作業を比較したところ、1 辺 100m の正方形ほ場に

おいて田植機の最高速で作業した場合、自動運転田植機が 1.79 人時、慣行機が 3.18 人時となり、

44％の削減効果を認めた。 

おわりに 

１人１台運用が可能な自動運転田植機を開発した。現在、スマート農業実証プロジェクト等による

現地実証と改良作業及びメーカーへの技術移転による実用化を進めているところである。 
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ISOBUS に対応した作業機用コントローラの開発 

 

次世代コア技術研究領域 西脇 健太郎 

 

はじめに 

国策としてスマート農業を推進する中、ICT 化されたセンサ・トラクタ・作業機械・データベースを

スムーズにつなげる仕組みの導入が急務となっている。そこで、農業機械相互接続の国際標準である

ISOBUS に注目し、それに対応した電子制御技術を開発し、ISOBUS 認証を取得した。本成果及び認証取

得に向けたノウハウを活用し、国産作業機械の ISOBUS 対応とスマート農業の普及を推進する。 

１．ISOBUS とは 

農業機械の電気的相互接続性を向上させるため、トラクタ・作業機・PC 間のデータ通信・制御に関す

る国際規格である ISO 11783 が策定されている。しかしながら ISO 11783 は 1200 ページ以上の膨大な

文書であり、全てを機械に実装することは簡単ではない。そこで、AEF（Agricultural Industry 

Electronics Foundation、国際農業電⼦財団）が ISO 11783の内容を機能ごとに分割し、それぞれにつ
いて実装ガイドラインを作成している。更に、ガイドラインに合致しているかどうかのテストを⾏い、
テストに合格した製品が ISOBUSというブランドで欧⽶マーケットを中⼼として販売されている。 

２．なぜ ISOBUS が必要か 

我が国においても、政府が推進する「データ駆動型農業」を実現するため、センサ・トラクタ・作業

機械・データベースをつなげる仕組みが求められている。しかしながら、新規システムの構築は非常に

大きなコストと時間がかかる。そこで、上記システムに ISOBUS を採用することを提案している。ISOBUS

は欧米型農業に合わせて作られているが、日本型農業に対応していない部分は、ISO や AEF に働きかけ

て規格を拡張することも可能である。 

３．ISOBUS 対応作業機コントローラの開発 

農研機構では ISOBUS に対応した作業機用コントローラの開発を行い、トラクタのキャビン内に設置

される共通端末に作業機のユーザーインタフェース画面を表示させることのできる UT（Universal 

Terminal）機能、共通ファイルの読み書きと、その結果取得した地図に基づいて可変散布作業等を行う

ことのできる TC（Task Controller）機能についての ISOBUS 認証を取得した。 

おわりに 

開発した技術及び認証取得に向けたノウハウを活用し、農研機構・農業機械技術クラスターの中で

国産作業機械の ISOBUS 対応を推進している。令和３年度末の研究開発終了後、国産の ISOBUS 作業機

が国内マーケットに登場する。 
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___________________________
Peter van der Vlugt, Chairman,

March 6th, 2019

Agricultural Industry Electronics Foundation (AEF), Lyoner Straße 18, 60528 Frankfurt/Main, Germany.

The Agricultural Industry Electronics Foundation (AEF)
certifies that the below mentioned product developed by

National Agriculture and Food Research Organization (NARO),
Kan-nondai 1-31-1, Tsukuba, 305-0856 Ibaraki, Japan,

has been successfully tested and is in compliance with the ISO standard 11783
and with the AEF ISOBUS functionality guidelines.

The AEF ISOBUS Conformance Test Version 2018/3 has been executed on March 6th, 2019 by

ISOBUS Test Center
Albert-Einstein-Straße 1

49076 Osnabrück
Germany

This Certificate is registered under Compliance Certification ID (CCID) 382/2018/3/507/3.

ECU Manufacturer National Agriculture and Food Research 
Organization (NARO)

Hardware-ID 000208
Software-Version NARO ISO-Wide Spreader Software Ver0.2.0#

AgbStdLib Ver0.6.0#

Functionalities
    

ISOBUS
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安全性検査における ISO/IEC 17025:2017 への取組 

 

安全検査部 松本将大、原田一郎、塚本茂善、藤井幸人、高橋弘行 

                         安全工学研究領域 冨田宗樹 

はじめに 

近年、種々の業界で、測定したデータの信頼性を測定者自ら主張するだけでは不十分であり、第三

者による認定を取得することが一般的になりつつある。そこで、農研機構農業技術革新工学研究セン

ター（以下、革新研）の客観的な試験実施能力を明らかにするため、安全性検査を構成する各種試験

について、ISO/IEC 17025：2017（以下、規格）の認定取得に必要な品質管理システムの構築、関連技

術の開発及び試験環境の整備を行うとともに、認定維持に向けた課題の抽出を行った。 

１．ISO/IEC 17025:2017 認定の取得 

１）規格の要求への対応 

安全性検査のうち安全キャブ・フレーム検査（以下、ROPS 試験）に対する規格の要求事項を明ら

かにし、これに従って品質管理マニュアル（以下、マニュアル）及び手順書の作成を行った。また、

規格が要求する力量（試験実施前に試験要員が有するべき能力）、試験方法及び技能（適切な試験結

果を得る能力）の妥当性について定量的評価方法を開発した。更に、ROPS 試験における測定値のば

らつき（不確かさ）の構成要素を検討し、不確かさの試算を行った。これらを基に、認定機関によ

る審査を経て、規格認定を国内で初めて取得した。 

２．規格認定維持上の課題への対応 

１）外部比較試験 

ROPS 試験における試験結果の妥当性を対象とした外部比較による検証について、簡易な試験体を

用いた試験方法により検証を行った。試験体を固定し、設定した変位に達するまで荷重をかけ、得

られた変位・荷重における革新研と外部機関の測定データについて分析した結果、妥当性を担保す

る結果であることが示された。 

２）認定維持に向けた測定機器校正の低コスト化 

一般的な校正と比較して数倍のコストを要する不確かさ付き校正について、低コスト化のための

内部校正方法の体系として、外部校正によって既知の不確かさを有するロードセルと、不確かさが

未知なロードセルを用いて、開発した圧縮・引張両用固定装置で負荷を与え、不確かさを抽出する

方法を開発した。開発した校正方法により抽出したロードセル（50kN）の標準不確かさは±46N 程

度であり、この不確かさが ROPS 試験の変形量の評価に影響が十分小さいことを確認した。 

おわりに 

規格認定取得に必要な品質管理の構築、関連技術の開発及び試験環境の整備を行い、審査を経て規

格認定を受け、革新研の検査や測定試験における客観性と信頼性の高さが国際的に証明された。更に、

認定維持へ向け管理体系を整備した。 
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果樹園における脚立作業の実態と事故低減に向けた対策 

 
安全検査部 太田薫平、手島司、大西明日見、藤井幸人 

 

はじめに 

果樹園では脚立からの転落事故が多数発生しており１）、問題となっている。本研究では果樹園での脚

立事故低減に資するため、脚立誤使用の実態調査及び三脚脚立用開き止め装置の試作・評価を行った。 

１．果樹園における脚立誤使用の実態 

果樹園における脚立誤使用の実態を解明するため、現地調査を実施した。具体的には、果樹園で日常

的に脚立作業を行う 22 名を対象に実作業の様子を観察・記録し、事故情報等に基づき事前抽出した「開

き止めチェーンが緩んだ状態での使用」をはじめとする 12 項目の誤使用の有無を調べた。その結果、

「開き止めチェーンが緩んだ状態での使用」、「天板をまたぐ」、「天板に乗る」の３項目を実施した作業

者は全体の過半数を占めた。開き止めチェーンの不安全な使用（緩み又は不使用）を行った作業者の割

合は 82％であった。その原因は、開き止めチェーンの長さ調節に手間を要するためと推察された。開き

止めチェーンの不安全な使用は、作業中に脚立が広がる現象（開脚現象）の原因となるため、対策が必

要と考えられた。 

２．開き止め装置の試作・評価 

開脚現象による転落事故の防止に資するため、三脚脚立用の四節リンク式開き止め装置を考案し試作

した。性能評価のため、10 名の被験者に試作した四節リンク式開き止め、従来のチェーン式開き止め及

び開き止め無しの計３条件で三脚脚立の移動・設置動作を課し、所要時間の測定及び質問紙と聞き取り

による主観評価を実施した。その結果、所要時間の全被験者平均は、四節リンク式、チェーン式、開き

止め無しで各 13.9、18.8、10.0 秒であった。この結果から、本研究で試作した四節リンク式では従来の

チェーン式よりも短時間で脚立の設置が可能と考えられた。また、主観評価では開き具合の調節に関す

る２項目で、過半数の被験者が四節リンク式をチェーン式より高く評価した。一方で、疲労感、脚立の

持ちやすさに関する２項目で過半数の被験者が四節リンク式をチェーン式より低く評価した。聞き取り

の結果から、その原因は主に装置の重量にあると考えられた。以上の結果から、試作方式は軽量性等の

課題を有するものの、従来方式に比べて短時間で簡単に使用可能であり、事故低減に有効と考えられた。 

おわりに 

誤使用の実態調査の結果、開き止めに係る誤使用の対策が重要であることが示された。本研究では、

ハードウェア的対策の一例として、短時間で簡単に使用可能な四節リンク式開き止め装置を提案した。 

参考文献 

１）全国共済農業協同組合連合会，2018．共済金支払データに基づく農作業事故の発生状況の分析（詳

細版）．https://www.ja-kyosai.or.jp/files/2018/201808-3.pdf.Accessed Sep.1,2020. 

－77－



2021 3 10

1

－78－



2

3

－79－



4

5

－80－



6

7

－81－



8

9

－82－



10

11

－83－



－84－



歩行用トラクタの後退時挟まれ事故低減技術の開発 

 

安全工学研究領域 梅野覚、冨田宗樹、菊池豊、田中正浩 

安全検査部 原田一郎、松本将大、塚本茂善 

 

はじめに 

歩行用トラクタによる主要な死亡事故要因は挟まれであり、年間十数件発生している。その中には、

デッドマン式クラッチや緊急停止装置等の安全装置が装備されていた事例も報告されており、安全性能

の向上が急務である。そこで、ループハンドル式歩行用トラクタ（以下、歩トラ）における後退時挟ま

れ（以下、挟まれ時）及び通常作業時での機体負荷に基づいて挟まれ事故低減技術の要件を明らかにし、

その要件に沿った技術の開発を行うことを目的とした。 

 

試験方法及び結果 

１）挟まれ時の機体負荷を把握するため、機関出力1.5～3.7kW{2～5PS}の歩トラ３型式を供試し、実

験室内の垂直な鉄製壁面にてダミー人形を用いた挟まれ模擬試験によりハンドルに加わる力（以下、

ハンドル負荷）や車軸トルク等を測定した。時系列データを基に検討した結果、挟まれ事故低減技

術の要件に利用可能な指標として、ハンドル負荷を採用した。模擬挟まれ時のハンドル負荷は、挟

まれが開始してから約１秒で最大に達し、車輪接地方向に600～1300Nの力が発生していた。 

２）挟まれ事故低減技術は通常作業時に作動しないことが必要である。そこで、通常作業時に発生す

るハンドル負荷を把握するため、１）と同様の歩トラ３型式を供試し、被験者７名で通常作業試験

（耕うん、軽トラへの積み込み、軽トラからの荷下ろし、後退）を行い、ハンドル負荷を測定した。

その結果、機体の前後方向及び上下方向のハンドル負荷は最大で300N以下であった。 

３）１）、２）のハンドル負荷測定結果に基づき、挟まれ事故低減技術の要件を検討した結果、車輪接

地方向のハンドル負荷が300N未満の場合作動しないこと、かつ同方向のハンドル負荷が300Nを超え

次第即座に低減されるとともに機体の後退を止めることと考えられた。 

４）挟まれ事故低減技術を開発し、歩トラに装着した。２）と同様の試験を行った結果、車輪接地方

向のハンドル負荷が300Nを超えた直後に低減され、機体が停止したため、事故のリスクが低減され

ていることが確認された。 

 

おわりに 

通常作業時及び模擬挟まれ時のハンドル負荷を測定することで挟まれ事故低減技術の要件を明らか

にした。また、その要件に沿った挟まれ事故低減技術を開発し、試験を行った結果、事故のリスクが低

減されていることが確認された。 
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農業機械検査の国際標準化の動向（OECD 及び ANTAM） 

 

研究推進部 川瀨芳順 

 

はじめに 

当センターは 1966 年（昭和 41 年）より OECD（経済協力開発機構）トラクターコードに認証機

関として参加している。また、CSAM（持続可能な農業機械化センター）が運営するプロジェクト

ANTAM（アジア太平洋地域農業機械試験ネットワーク）に 2016 年（平成 28 年）より参加してい

る。本年の会合等は、コロナ禍により、オンライン会合で開催された。 

１．OECD 

OECD トラクターコードは年間を通して、年次会合を年１回、テクニカルワーキングループ（TWG）

を年１、２回、サブワーキンググループ（SWG）を随時、テストエンジニア会合を隔年で開催して

いる。 

１）SWG 

SWG は TWG への提案を行うために技術的な議論を行い、テストコードの改正案等の策定を

行う。本年は、ロボット農機 SWG（４回計９日間）と電動トラクタ（４回計８日間）が開催さ

れ、日本は全ての会合に参加した。 

２）TWG 

TWG は SWG から提出された改訂案等の技術的な検討し、年次会合へ上げるかの採択を行う。

本年は 10 月に３日間オンラインで開催され、日本も参加した。 

３）年次会合 

本年はオンラインで２月に開催され、日本は副議長国として参加した。日本が世界に先駆

けて行っているロボット・自動化農機検査やスマート農業実証事業の状況報告等を行った。 

２．ANTAM 

ANTAM は年間を通して、年次会合を年１回、TWG を年数回、キャパシティービルディング（研修）

を不定期で開催している。本年は隔年で行うコードの改訂年度であったが、コロナ禍により改訂

作業は来年に延期された。 

１）キャパシティービルディング 

本年は 11 月に農業機械の安全性検査に関するウェビナーを開催した。CSAM に依頼され、

日本における安全鑑定等に関するプレゼンを行った。 

２）TWG 

12 月に開催されたが、コロナ禍の影響により、コード改訂作業等は次年度に延期した。 

３）年次会合 

12 月に開催され、ANTAM の技術アドバイザーの ENAMA（イタリア農業機械化公社）から農

業機械の安全性に関するプレゼンが行われ、今後も農業機械の安全性に関する研修を継続す

ることなどが発表された。 
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農業技術革新工学研究センター 

 

 

〒331-8537 埼玉県さいたま市北区日進町 1-40-2 

Tel. 048-654-7000（代） 

 
印刷・発刊 令和３年３月１０日 

 

 

本報告の取扱いについて 

 

本報告の全部又は一部を無断で転載・複製（コ

ピー）することを禁じます。 

転載・複製に当たっては、下記までお問い合わ

せください。 

問い合わせ先： 

革新工学センター 研究推進部 広報推進室 

 TEL: 048-654-7030 

 FAX: 048-654-7130 

 または 

 iam-koho@ml.affrc.go.jp 
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